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＜１＞ 新地方公会計制度（統一的な基準）に基づく財務４表について 

 

１ 財務４表の作成基準 

本市の財務４表は、総務省より示された「統一的な基準による地方公会計マニ

ュアル」に基づき作成しています。 

 

（１）対象年度 

令和４年度決算に基づく財務情報（基準日：令和５年３月３１日） 

（2）作成対象範囲 

作成した財務４表は一般会計等（普通会計）、全体、連結の３つの種類であり、

その対象範囲は下記のとおりです。普通会計をまとめたものが一般会計等財務

書類、そこに公営事業会計・公営企業会計を追加したものを全体財務書類、さら

に一部事務組合、第三セクター等を追加したものを連結財務書類として作成して

います。 
 

国民健康保険事業 公 設 卸 売 市 場

国 保 診 療 所 事 業 と 畜 場 事 業

介 護 保 険 事 業 農業集落排水事業

後期高齢者医療事業 宅 地 造 成 事 業

石原土地区画整理

水 道 事 業

下 水 道 事 業

病 院 事 業

一般会計等
（普通会計）財務４表

準 公 営 企 業 会 計

公 営 企 業 会 計

第 三 セ ク タ ー 等
(出資比率 50%以 上 )

休 日 急 患 診 療 所 費 京都地方税機構

一 般 会 計

連結会計財務４表

府 後 期 高 齢 者
医 療 広 域 連 合

府 自 治 会 館
管 理 組 合

府住宅新築資金等貸
付 事 業 管 理 組 合

公 営 事 業 会 計

全体会計財務４表 一部事務組合等

( 社 ) 福 知 山 市
文 化 協 会

大 江 観 光 ㈱

福知山市上下水道
ｻ ｰ ﾋ ﾞ ｽ ｾ ﾝ ﾀ ｰ ㈱

( 財 ) 福 知 山 市
都 市 緑 化 協 会

( 財 ) 福 知 山 市
ス ポ ー ツ 協 会

福 知 山
公 立 大 学
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２ 財務書類の概要 

公会計の財務書類とは、「貸借対照表」、「行政コスト計算書」、｢純資産変動計

算書｣、「資金収支計算書」を指します。 

 

①「貸借対照表（B/S）」 

資産、負債と純資産の３要素で構成され、資産をどれだけ保有しているか、ま

た、将来世代の負担となる地方債等の債務を表します。 
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②「行政コスト計算書（P/L）」 

企業会計でいう「損益計算書」にあたるもので、本市が１年間に提供した行政

サービスに要したコストとその財源である使用料や負担金等の収入の状況を表し

ます。これにより算出される「純行政コスト」は純資産変動計算書の変動要因とし

て計上されます。 
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③「純資産変動計算書（N/W）」 

貸借対照表の純資産の部が１年間でどのように変動したかを表します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
府 
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④「資金収支計算書（C/F）」 

行政活動の資金の流れを分析します。資金増減を業務活動収支、投資活動収

支、財務活動収支の３つに分類して表したものです。企業会計でいう「キャッシュ

フロー計算書」にあたります。歳計外現金の増減も反映した「本年度末現金預金

残高」が貸借対照表の現金と一致します。 

 

 

 

 

 

 

 

 



6 

 

⑤財務４表の相互関係 

これら財務４表はぞれぞれの表とつながっており、以下のように互いに関連し

ています。 

 

 

 

行 政 コ ス ト 計 算 書

資産の部     負債の部 純経常行政コスト

 ・・・・

 ・・・・ 純資産の部

　現金

 ・・・・ 純行政コスト

純 資 産 変 動 計 算 書

期首純資産残高

│

純行政コスト

＋

税収等、国県等補助金

±

固定資産等の変動

∥

本年度末純資産残高

歳計（外）現金増減額

＋

貸 借 対 照 表

資 金 収 支 計 算 書

収入

│

前年度末歳計現金残高

∥

本年度末現金預金残高

臨時損失（利益)

∥

│

支出

∥
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＜２＞ 貸借対照表について 

【一般会計等】
（百万円）

R４ R３ 増減 R４ R３ 増減

固定資産 148,006 148,701 △ 695 固定負債 45,433 48,071 △ 2,638

　事業用資産 66,742 66,681 61 　地方債 39,840 42,316 △ 2,476

　インフラ資産 64,474 64,782 △ 308 　退職手当引当金 5,477 5,665 △ 188

　物品 1,071 1,119 △ 48 　その他 116 90 26

　基金 7,475 8,116 △ 641 流動負債 5,984 5,747 237

　その他 8,244 8,003 241 　1年内償還予定地方債 5,162 4,986 176

流動資産 5,501 5,226 275 　その他 822 761 61

　現金預金 2,012 1,824 188 負債合計 51,417 53,818 △ 2,401

　基金 3,383 3,296 87

　その他 106 106 0

資産合計 153,508 153,927 △ 420

R４ R３ 増減

固定資産形成分 151,416 152,024 △ 608

余剰分（不足分） △ 49,325 △ 51,915 2,590

他団体出資等分 - - -

純資産合計 102,091 100,109 1,982

資産 負債

純資産

 

 

※百万円単位のため、四捨五入により合計額に差が生じる場合があります。 

［一般会計等貸借対照表］ 

令和5年3月31日現在の資産の総額は153,508百万円、負債の総額は51,417

百万円、資産と負債の差である純資産は 102,091 百万円で、資産に対する負債

の割合は 33.5％となっています。資産の部では、インフラ資産や各施設の建物・

土地、物品などの有形固定資産が 132,287 百万円と資産全体の 86.2％を占めて

おり、対して負債の部では、翌年度償還予定額を含めた地方債残高が 45,001 百

万円と負債全体の 87.5％を占めています。 

 

資産の部では、固定資産において、つつじが丘・向野団地建替事業、（仮称）福

知山鉄道館ポッポランド建設事業等の大規模投資的事業が重なったことにより事

業用資産が増加しました。一方で、老朽化の進む有形固定資産の減価償却の割

合が大きく、また将来の公債費抑制のために実施した地方債繰上償還のための

財源とする減債基金や、合併算定替逓減対策基金、その他特定目的基金の取り

崩しにより基金が減少し、固定資産全体で 695 百万円の減となりました。また流

動資産において、税収等収入増によって現金預金が増加したことや、財政調整基

金の積立により、275 百万円の増となりました。 

負債の部では、地方債の発行抑制や、減債基金の取り崩しを活用した繰上償

還の実施により、全体で 2,401 百万円の減となりました。 

これら資産と負債の差額である純資産は、前年度比較で 1,982 百万円増加す

ることとなりました。 
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【全体・連結会計】
（百万円）

全体会計 連結会計 全体会計 連結会計

固定資産 230,214 232,277 固定負債 112,587 112,852

　事業用資産 80,210 82,551 　地方債 75,106 75,106

　インフラ資産 125,684 125,684 　退職手当引当金 6,520 6,527

　物品 12,761 12,853 　その他 30,961 31,219

　基金 8,663 9,539 流動負債 12,602 12,833

　その他 2,896 1,650 　1年内償還予定地方債 8,707 8,707

流動資産 19,044 20,218 　その他 3,895 4,126

　現金預金 12,287 13,367 負債合計 125,188 125,685

　基金 3,383 3,401

　その他 3,374 3,450

資産合計 249,258 252,495

全体会計 連結会計

固定資産形成分 233,624 235,703

余剰分（不足分） △ 109,554 △ 109,081

他団体出資等分 - 187

純資産合計 124,070 126,810

資産 負債

純資産

 
 

 

［全体貸借対照表］ 

令和 5 年 3 月 31 日現在の資産の総額は 249,258 百万円、負債の総額は、

125,188 百万円、資産と負債の差である純資産は 124,070 百万円で、資産に対す

る負債の総額は 50.2％となっています。 

資産の部では、インフラ資産や各施設の建物・土地・物品などの有形固定資産

が 218,655 百万円と資産全体の 87.7％を占めており、一方、負債の部では、翌年

度償還予定額を含めた地方債残高が 83,813 百万円と負債全体の 66.9％を占め

ています。 

 

 

［連結貸借対照表］ 

令和 5 年 3 月 31 日現在の資産の総額は 252,495 百万円、負債の総額は、

125,685 百万円、資産と負債の差である純資産は 126,810 百万円で、資産に対す

る負債の総額は 49.8％となっています。 

資産の部では、インフラ資産や各施設の建物・土地・物品などの有形固定資産

が 221,088 百万円と資産全体の 87.6％を占めており、一方、負債の部では、翌年

度償還予定額を含めた地方債残高が 83,813 百万円と負債全体の 66.7％を占め

ています。 
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＜３＞ 行政コスト計算書について 

【一般会計等】
（百万円）

R４ R３ 増減 R４ R３ 増減

業務費用 20,982 19,751 1,231 経常収益 2,721 1,893 828

　人件費 7,904 7,521 383 　使用料及び手数料 1,140 1,160 △ 20

　物件費 7,717 7,304 413 　その他 1,581 733 848

　減価償却費 3,872 3,831 41 臨時利益 10 21 △ 11

　その他 1,489 1,095 394 収益合計 2,731 1,914 817

移転費用 17,889 18,585 △ 696

　補助金等 8,240 8,879 △ 639

　社会保障給付 5,812 5,738 74

　他会計への繰出金 3,751 3,868 △ 117 R４ R３ 増減

　その他 86 100 △ 14 △ 36,151 △ 36,443 293

経常費用合計 38,871 38,336 535

臨時損失 449 5 444

　資産除売却損 437 2 435

　その他 12 3 9 R４ R３ 増減

費用合計 39,320 38,341 979 △ 36,590 △ 36,427 △ 162

純行政コスト

費用 収益

純経常行政コスト

 

 

 

 

［一般会計等行政コスト計算書］ 

経常費用は、人件費 7,904 百万円、物件費 7,717 百万円をはじめとした業務費

用が 20,982 千円、また補助金等 8,240 百万円や社会保障給付 5,812 百万円など

の現金や現物を給付する行政サービスに関するコストである移転費用が 17,889

百万円で、総額 38,871 百万円となりました。対して経常収益は、使用料・手数料、

その他負担金等の総額が 2,721 百万円となり、経常費用と経常収益の差額であ

る純経常行政コストは 36,151 百万円となりました。これに臨時収支を加えた純行

政コストは 36,590 百万円となっています。 

 

費用のうち業務費用においては、光熱費の高騰等により物件費が増加したこと

に加え、退職手当の増加や会計年度任用職員の制度改正により人件費が増とな

りました。また移転費用においては、新型コロナウイルス感染症関連事業として

実施した時短要請対象外事業者応援給付金事業や緊急事態措置協力金対象外

事業者応援事業などの皆減のため減となりました。費用全体として、979 百万円

の増となっています。対して収益は、分担金をはじめとする諸収入や、財産収入

等の増加により、817 百万円の増となっています。 

これら費用と収益の差額である純行政コストは、前年度比較で 162 百万円のコ

スト増となりました。 
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【全体・連結会計】
（百万円）

全体会計 連結会計 全体会計 連結会計

業務費用 44,069 46,272 経常収益 21,204 22,000

　人件費 15,179 16,081 　使用料及び手数料 18,637 18,639

　物件費 16,430 17,283 　その他 2,567 3,361

　減価償却費 8,314 8,348 臨時利益 51 52

　その他 4,146 4,560 収益合計 21,255 22,052

移転費用 28,273 37,109

　補助金等 22,344 31,171

　社会保障給付 5,830 5,830

　他会計への繰出金 - - 全体会計 連結会計

　その他 99 108 △ 51,138 △ 61,381

経常費用合計 72,342 83,381

臨時損失 589 576

　資産除売却損 512 512

　その他 76 64 全体会計 連結会計

費用合計 72,930 83,957 △ 51,675 △ 61,905

純行政コスト

費用 収益

純経常行政コスト

 

 

 

［全体行政コスト計算書］ 

経常費用としては、人件費 15,179 百万円や物件費 16,430 百万円をはじめとし

た業務費用が 44,069 百万円、移転費用が 28,273 百万円で総額が 72,342 百万円、

使用料・手数料等の経常収益の総額は21,204百万円となっており、差し引きの純

経常行政コストは 51,138 百万円となっています。また、それらに臨時収支を加え

た純行政コストは 51,675 百万円となりました。 

 

 

［連結行政コスト計算書］ 

経常費用としては、人件費16,081百万円、物件費17,283百万円をはじめとした

業務費用が 46,272 百万円、移転費用が 37,109 百万円で総額が 83,381 百万円、

使用料・手数料等の経常収益の総額は22,000百万円となっており、差し引きの純

経常行政コストは 61,381 百万円となっています。また、それらに臨時収支を加え

た純行政コストは 61,905 百万円となりました。 
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＜４＞ 純資産変動計算書について 

 

【一般会計等】
（百万円）

R４ R３ 増減

前年度末純資産残高 100,109 97,656 2,453

　固定資産等形成分 152,024 151,886 138

　余剰分（不足分） △ 51,915 △ 54,230 2,315

　他団体出資等分 - - -

純行政コスト △ 36,590 △ 36,427 △ 162

財源

　税収等 27,241 26,664 577

　国府等補助金 11,347 12,058 △ 711

固定資産等の変動

　固定資産等形成分 △ 592 △ 19 △ 573

　余剰分（不足分） 592 19 573

その他の変動 △ 16 158 △ 174

本年度純資産変動額 1,982 2,453 △ 471

本年度末純資産残高 102,091 100,109 1,982

　固定資産等形成分 151,416 152,024 △ 608

　余剰分（不足分） △ 49,325 △ 51,915 2,590

　他団体出資等分 - - -
 

 

［一般会計等純資産変動計算書］ 

純資産残高について、前年度の期末残高 100,109 百万円から 1,982 百万円増

加し、本年度期末残高は 102,091 百万円となりました。その内訳は、固定資産等

形成分が 151,416 百万円、余剰分（不足分）が△49,325 百万円となっています。 

 

純行政コストについては、前項のとおり前年度から 162 百万円の増となりまし

た。財源においては税収等が577百万円増の27,241 百万円、国府等補助金が子

育て世帯への臨時特別給付金事業の皆減等により 711 百万円の減の 11,347 百

万円、合わせて134百万円減の38,588百万円となりました。その他の要因を合わ

せ、本年度純資産変動額は前年度比較で 471 百万円減となりましたが、純行政コ

ストを財源でまかなえている結果となりました。 
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【全体・連結会計】
（百万円）

全体会計 連結会計

前年度末純資産残高 120,801 123,212

　固定資産等形成分 234,820 236,593

　余剰分（不足分） △ 114,018 △ 113,556

　他団体出資等分 - 175

純行政コスト △ 51,675 △ 61,905

財源

　税収等 33,381 39,613

　国府等補助金 20,363 24,309

固定資産等の変動

　固定資産等形成分 △ 1,148 △ 1,189

　余剰分（不足分） 1,148 1,189

その他の変動 1,200 1,581

本年度純資産変動額 3,269 3,598

本年度末純資産残高 124,070 126,810

　固定資産等形成分 233,624 235,703

　余剰分（不足分） △ 109,554 △ 109,081

　他団体出資等分 - 187
 

 

 

［全体純資産変動計算書］ 

 前年度の期末純資産残高 120,801 百万円から、3,269 百万円増加し、本年度期

末残高は 124,070 百万円となりました。その内訳は、固定資産等形成分が

233,624 百万円、余剰分（不足分）が△109,554 百万円となっています。 

 

 

［連結純資産変動計算書］ 

前年度の期末純資産残高 123,212 百万円から、3,598 百万円増加し、本年度期

末残高は 126,810 百万円となりました。その内訳は、固定資産等形成分が

235,703 百万円、余剰分（不足分）が△109,080 百万円、他団体出資等分が 187 百

万円となっています。 
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＜５＞ 資金収支計算書について 

【一般会計等】
（百万円）

R４ R３ 増減 R４ R３ 増減

1,567 1,355 212 業務活動支出 34,939 34,473 466

　業務支出 34,939 34,473 466

　　業務費用支出 17,050 15,888 1,162

　　移転費用支出 17,889 18,585 △ 696

R４ R３ 増減 　臨時支出 - - -

業務活動収入 39,717 39,647 70 投資活動支出 5,706 5,376 330

　業務収入 39,717 39,647 70 財務活動支出 5,684 5,617 67

　臨時収入 - - - 支出合計 46,329 45,466 863

投資活動収入 3,493 2,704 789 本年度資金収支 176 212 △ 36

財務活動収入 3,295 3,327 △ 32

収入合計 46,505 45,678 827

R４ R３ 増減

1,743 1,567 176

本年度末資金残高

前年度末資金残高 支出

収入

 
 

 

［一般会計等資金収支計算書］ 

業務活動支出のうち、業務費用支出においては、光熱費の高騰による物件費

の増加や、退職手当の増加や会計年度任用職員の制度改正等による人件費の

増加などにより1,162百万円増の17,050百万円、移転費用支出においては、新型

コロナウイルス関連の事業者応援給付金等皆減や他会計繰出金の減少などに

より 696 百万円減の 17,889 百万円となり、総額は 466 百万円増の 34,939 百万円

となりました。対して業務活動収入においては、国府等補助金等収入が減少した

一方で市税収入が増加し、70 百万円増の 39,717 百万円となりました。これらを差

し引きした業務活動収支は、4,778 百万円（前年度比+396 百万円）となりました。 

 

投資活動支出においては、大型建設事業の増加、基金積立金支出の減少等

の増減要因により、330百万円増の5,706百万円となりました。投資活動収入にお

いては、国支出金等の増加や基金の取り崩しなどにより、789 百万円増の 3,493

百万円となりました。これらを差し引きした投資活動収支は△2,213 百万円（前年

度比+414 百万円）となりました。 

 

財務活動支出においては、主に地方債償還支出である財務活動支出が 67 百

万円増の5,684百万円、財務活動収入においては、地方債の借入抑制などにより

32 百万円減の 3,295 百万円となりました。これらを差し引きした財務活動収支は

△2,389 百万円（前年度比△99 百万円）となりました。 

 

令和 4 年度の業務活動・投資活動・財務活動における資金収支合計は 176 百

万円の黒字となり、資金残高が前年度より増加する結果となりました。 



14 

 

 

 

【全体会計】
（百万円）

全体会計 全体会計

11,081 業務活動支出 63,520

　業務支出 63,456

　　業務費用支出 35,184

　　移転費用支出 28,273

全体会計 　臨時支出 64

業務活動収入 72,330 投資活動支出 9,659

　業務収入 72,295 財務活動支出 10,090

　臨時収入 35 支出合計 83,269

投資活動収入 4,906 本年度資金収支 937

財務活動収入 6,970

収入合計 84,206

全体会計

12,018

本年度末資金残高

前年度末資産残高 支出

収入

 

 

 

［全体資金収支計算書］ 

業務活動支出については、人件費や物件費等の業務費用支出で 35,184 百万

円、補助金や社会保障給付等の移転費用支出で 28,273 百万円となっており、臨

時支出を合わせると 63,520 百万円となりました。一方、臨時収入を合わせた業務

活動収入は 72,330 百万円で業務活動収支は 8,810 百万円の黒字となりました。 

投資活動支出は、公共資産整備費等で 9,659 百万円、一方の投資活動収入は

4,906 百万円で、投資活動収支は 4,753 百万円の資金不足が生じました。 

財務活動支出は、地方債償還支出等で10,090百万円に対し、財務活動収入は

6,970 百万円で、財務活動収支は 3,120 百万円の資金不足が生じました。 

以上の本年度の資金収支総額は 937 百万円の黒字となり、資金残高が増加す

る結果となりました。 

 

 ※連結純資産変動計算書の内訳及び連結資金収支計算書については、「統一

的な基準による地方公会計マニュアル」に基づき作成を省略しています。 
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＜６＞ 各種指標による分析（一般会計等） 

１ 貸借対照表経年比較 

 

 

《特徴と主な増減要因》 

資産について、固定資産においては有形固定資産の減価償却、及び減債基

金・逓減対策基金・その他特定目的基金の取り崩しなどにより、前年度から 694

百万円の減となり、また流動資産においては、税収等収入の増加等による現金

預金の増加、財政調整基金の積立等により前年度比 275 百万円の増となりまし

た。資産全体では 420 百万円の減となっています。一方負債について、地方債の

定期償還や発行抑制、繰上償還の実施により、負債全体で 2401 百万円の減とな

っています。 

令和 3 年度時点での類似団体平均は、資産が 128,508 百万円、負債が 35,653

百万円、純資産が 92,855 百万円であり、本市の資産状況は、比較的高い水準に

あるといえます。 

資産は、市民生活や市の行政活動に必要な財産であるのと同時に、将来の維

持管理・更新等の支出を伴うものであることから、公共施設マネジメント計画等の

各種計画に基づき、公共施設の適正管理に努める必要があります。 
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２ 資産形成度 （有形固定資産減価償却率［％］） 

 

《概要》 

減価償却累計額／（有形固定資産 -土地等の非償却資産 +減価償却累計額）  

【132,589百万円／132,287百万円 － 69,355百万円 + 132,589百万円】 

有形固定資産（建物・工作物）のうち、償却資産の取得価額等に対する減価償

却累計額の割合を算出することにより、公共施設等の資産の耐用年数に対して、

資産の取得からどの程度経過しているのかを全体として把握することができま

す。 

広い市域を持ち、多数の老朽化した施設、工作物を所有していることから、数

値上は年々微増傾向にあり、令和 4 年度も前年度比 1.0 ポイントの増となってい

ます。 

本指標の理想値は 50％程度とされており、また令和 3 年度時点で類似団体平

均を上回っていることから、引き続き老朽化した施設の改善に向けた取組の推進

が必要と考えられます。将来世代負担比率の状況も踏まえ、公共施設マネジメン

ト計画等の各種計画に基づき、老朽化の進む施設の長寿命化改修や集約化、除

却等を計画的に進める必要があります。 
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３ 世代間公平性 （将来世代負担比率［％］） 

 

 

《概要》 

地方債残高（※特例地方債の残高を控除）／有形・無形固定資産合計 

【27,236百万円 ／ 132,388百万円】   

有形固定資産などの社会資本等に対して、将来の償還等が必要な負債による

調達割合を算定することにより、社会資本等形成に係る将来世代の負担の程度

を把握することができます。 

福知山市では近年、将来の公債費抑制のための地方債繰上償還を積極的に

行っており、令和 4 年度においても 610 百万円の繰上償還を実施しました。合わ

せて、交付税算入率の低い地方債借入を抑制することで、令和 4 年度は特例地

方債を除く地方債残高が前年度比 2,300 百万円減少し、その結果が本数値にも

反映され 2.0 ポイントの減となるなど、着実に改善しています。 

令和 3 年度以前においては類似団体平均を上回っていますが、15％～40%の

間が標準的と言われており、将来世代の負担割合は比較的健全であると言えま

す。また福知山市では、償還額に対して地方交付税が措置される有利な市債を

積極的に活用していますが、当該指標の算定にあたってはその措置分が考慮さ

れないため、市債残高に係る実際の市負担は数値より小さくなります。 

今後も、公共施設の建設・長寿命化対策などに伴う地方債の活用も想定されま

すが、交付税算入率を考慮した適切な市債活用を図ることが必要です。 

※特例地方債・・・臨時財政対策債や減収補てん債など資産形成の財源と    

ならない地方債 
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４ 効率性 （住民一人当たり行政コスト［万円］） 

 

 

《概要》 

純行政コスト／住民基本台帳人口 【3,658,954万円 ／ 76,075人】 

行政コスト計算書で算出される行政コストを住民基本台帳人口で除して住民一

人当たり行政コストとすることにより、行政活動の効率性を見ることができます。 

令和 4 年度は光熱費・物価等の高騰や、会計年度任用職員の制度改正に伴う

人件費の増加等により行政コストが上昇していること、また人口減少による住民

一人当たりの割合が増えることで、令和 3 年度と比較し 0.5 ポイントの上昇となっ

ています。 

自治体標準値は 50 万円とされており、この指標からは標準値以上の効率性は

一定確保できていると考えられます。しかしながら、物価等の高止まり、人口減少、

高齢化等の進展により、将来的な経常費用の増加や収入の減少など、地方自治

体の厳しい状況が予想されます。今後の行政コスト上昇を抑制すためにも、効率

的な行財政運営は喫緊の課題と言えます。
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＜３＞ 財務書類に係る用語解説 

１ 貸借対照表 

〔資産の部〕 

1 有形固定資産   

有形固定資産は、行政サービスを提供するために使用される本市及び関係団体等のあらゆる資産 

です。市の会計につきましては、固定資産台帳を作成し計上しています。 

 

２ 投資等 

① 投資及び出資金   

連結対象外の団体等への出資金等の現在高を計上しています。 

② 長期貸付金  

住宅新築資金、暮らしの資金等の市民向けの貸付金を計上しています。 

③ 基金   

「特定目的基金」、「定額運用基金」の残高等を計上しています。 

④ 長期延滞債権  

市税や使用料等の当年度収入未済額のうち、前年度以前に発生した債権について計上していま 

す。 

⑤ 徴収不能引当金  

「貸付金」及び「長期延滞債権」のうち、将来回収不能となることが見込まれる金額を計上し、資産か

ら減額しています。 

   

３流動資産 

① 現金預金   

財政調整基金、減債基金、各会計の歳計現金に加え、各関係団体の現金預金残高を計上していま 

す。 

② 未収金   

市税や使用料、事業収益等の収入未済額のうち、今年度に発生した債権について計上しています。 

 

〔負債の部〕 

１固定負債 

① 地方債   

地方債・長期借入金のうち、翌々年度以降に償還されるものを計上しています。 

② 長期未払金 

公営企業会計等について、決算書等の数値を採用しています。 

③ 退職手当引当金等 

一般会計等（普通会計）については、年度末において、職員全員が普通退職した場合に必要となる

退職手当の額を計上しています。公営企業会計については、決算書の数値を採用しています。 

 

２流動負債 

① １年内償還予定地方債  

地方債等のうち、翌年度に償還する予定の金額を計上しています。 

② 未払金 

公営企業会計等について、決算書等の数値を採用しています。 

③ 賞与引当金  

発生主義の考え方にもとづき翌年度（６月）に支払う予定の期末勤勉手当のうち、当年度負担相当

額を計上しています。 

 

〔純資産の部〕 

資産の部から負債の部を差し引いた額を計上しています。 
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２ 行政コスト計算書 

①人件費  

職員に対する給与や各種手当等にかかった 1 年間のコスト及び退職コスト等が計上されます。 

②物件費等  

物件費、維持補修費、減価償却費等、物やサービス等を購入・使用することにより生じるコストを表

します。 減価償却費は、実態の現金支出は生じませんが、発生主義に立ち道路・公園・学校・保育所

等の有形固定資産を１年間使用したことによって当該資産の価値が減耗したものとして計上します。 

③ 移転費用  

現金や現物を給付することにより提供する行政サービスに関するコストです。加入団体への負担金

や各種団体に対する補助金（補助費等）、扶助費等の社会保障関係費等を計上します。 

④ 経常収益  

使用料・手数料や分担金負担金等の行政サービスを受けた受益者が直接負担する額を計上します。

国保や介護保険等の加入者保険料、上下水道の使用料等に加え連結対象団体の事業収入等が計上

されます。 

⑤ 純経常行政コスト  

①～③（その他を含めた）の経常費用と④経常収益の差額です。このコスト(赤字)を、市税や地方交

付税、国府補助金等で賄っていることを意味します。 

⑥ 臨時損失  

災害復旧や公共資産の除売却損、過年度損益修正損益等の臨時要因によるコストや収入の発生を

表します。 

 

 

３ 純資産変動計算書 

① 純行政コストと財源調達（一般財源、補助金等受入）   

 行政コスト計算書で算出された純コストの金額に対して、一般財源及び補助金等受入の金額がどの

程度あるかを見ることで、当該コストが受益者負担以外の一般財源等によりどの程度賄われているか

を表します。 

② 無償所管換等   

有価資産を無償で受贈したことによる受贈益等を計上します。 

 

 

４ 資金収支計算書 

① 業務活動収支  

支出は人件費、物件費、他団体への補助金、社会保障給付費、災害復旧費などを計上します。 

収入は税収、国府補助金、使用料及び手数料などを計上します。 

② 投資活動収支   

支出は公共施設の整備費用、基金の積立金などを計上します。 

収入は投資にかかる国府補助金、基金の取り崩し、貸付金の回収、資産の売却収入などを計上し

ます。 

③ 財務活動収支 

  支出は地方債の償還などを計上します。 

  収入は地方債の借り入れを計上します。 


